
環境税制をめぐる最近の動向

環 境 省 全国知事会 総 務 省 東 京 都 本 県

◇地球温暖化対策税【課税客体】 ◇地方環境税【課税客体】 ◇環境自動車税○ 民主党マニフェス ト ◇温暖化対策税(東京都税制調査会中間報告)(平成21年11月17日)【課税対象】 ◇かながわ地球環境税【課税客体等】

① 原油､石油製品 (ガソリン､軽油､重 ○ 元売業者又は特約業者からの揮発油 ｢将来的には (略)自動車重量 ○ 全ての化石燃料を課税対象と ① ガソリン .軽油 .LPガス

油､灯油､航空機燃料)､ガス状炭化水素 及び軽油の引取りで､当該揮発油及び 税は自動車税と一本化｣○ 欧州の動向 すべき (自動車燃料用)及び灯油の県

(天然ガス､LPG等)､石炭 軽油の納入を伴うもの ○ 電気については､使用段階で 内における購入等

- 輸入者､採取者の段階で課税 - 引取り段階で課税 課税することが適当【課税標準】 - 販売業者による特別徴収

(石油石炭税の納税システムを活用) (軽油引取税の納税システムを活用)※ ｢地球温暖化対策税｣の議論と併せ､ 既に17カ国において､自動車 ② 電気､都市ガス､LPガス
② ガソリンは､①に加えて､ 税又は自動車登録税の課税標準 (自動車燃料以外)の県内にお

ガソリン製造者等の段階で課税 にC02を導入【検討の方向性】○ 自動車の保有課税を抜本的に ○ 化石燃料の使用量に応じた重 ける使用(揮発油税の納税システムを活用) 課税客体の拡大も検討 量税とすべき - 電気 .ガス事業者等による特別徴収③ 重油､石炭､天然ガス､ジエ【税率】 (主な課税対象) 【税率】 【導入の形態】

(丑 原油 .石油製品 2,780円/KL ① 揮発油 9,300円/KL 改組し､平成23年度を目途にC ○ 既存のエネルギー関係諸税を ツト燃料､ガソリン .軽油 (自

石炭 2,740円/t ② 軽 油 10,500円/KL【税収額】 02排出量と税額が連動する仕 活かしつつ､それぞれ炭素比例 動車燃料以外)の県内における

② ガソリン 17,320/KL【税収額】○ 総額 2兆円(D 全化石燃料-の課税 1兆円超 組みを導入 税率を上乗せ (フィンランド方 使用等工1環境自動車税のイメージ○環境損傷負担金的性格 式)を基本とし､可能な限り地 一 一定規模以上の使用等をす

○〔蓋ioofgRai雷雲完警定税率廃止に〕 方税として制度設計していくことが適当【課税ポイント】○ CO2排出抑制効果の観 古か る事業者による申告納付【税率】

② ガソリン-の上乗せ 1兆円弱 【使途】 (cO2排出量を勘案した税率) ○ 1,600円～2,400円/炭素 トン〔:芸ソリ孟 :莞 =I,,;;Z買,'芸と〕【税収嶺】

【軽減措置】 ○ 普通税 ○財産税的性格 ノlヽヽらは､できる限り化石燃料を実

○ 免税措置 ○ 自動車重量譲与税等の暫定税率分 (財産的価値を勘案した税率) 際に消費する家庭や企業に近い
･製品原料としての化石燃料 (ナフサ) は､都道府県から市町村- ｢税交付 小売段階で課税することが望ま

･鉄鋼製造用の石炭 .コークス･農林漁業用A重油○ その他 (減税等で対応) 金｣を交付∴ fJ しい○ 小売段階での課税は､税源が普遍的となることから地方税と ○220-340億円【その他】･国際競争力強化等の観点から特定産業分 して仕組みやすい､エネルギー ○ 基礎控除

野-の配慮及び低所得者-の配慮【使途】○ 地球温暖化対策に係る歳出 .減税に優先 多消費産業や低所得者等-の軽減など､制度的対応が容易【税負担水準】 電気､都市ガス､LPガス(自動車燃料以外)については､基礎控除を設ける○○ 非課税




